
■株主メモ

〒812-0008 福岡市博多区東光二丁目7番25号  
電話（092）473-8831（代表）

１月１日から１２月３１日まで

３月

定時株主総会
期末配当　

１２月３１日
１２月３１日

中間配当 　　６月３０日

電子公告で行います。
https://www.seiko-denki.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  
三井住友信託銀行株式会社

100株

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会

基 準 日

公 告 方 法

株主名簿管理人・
特別口座管理機関

単 元 株 式 数

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

1  住所・氏名の変更、配当金受取方法の変更、単元未満株式の買取・買増請求 など
株式に関するお手続きについて

2025年１月１日 2025年６月30日

▲

中 間 報 告 書第　　　　　     期122

ホームページもご覧ください。
https://www.seiko-denki.co.jp/

下記の株主名簿管理人にお問い合わせください。２  未払配当金のお支払について

株主名簿管理人・特別口座管理機関へのお問い合わせ

お取引先の証券会社にお問い合わせください。

下記の特別口座管理機関にお問い合わせください。

（1）証券会社に口座をお持ちの株主さま

（2）特別口座をお持ちの株主さま

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（郵送物送付先） 〒168-8522 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
　　  0120-49-7009 受付時間 9:00～17:00（土・日・祝日及び12/31～１/３を除く）

証券コード：6653
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連結業績の推移

代表取締役社長代表取締役会長

　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげ
ます。
　さて、当社第122期中間連結会計期間（2025年
1月1日から2025年6月30日まで）における業績
の取りまとめを終えましたので、ここに中間報告書
をお届け申しあげます。

ごあいさつ

業績の概況

第 122期
（2025年度）

売上高（百万円） 営業利益（百万円） 経常利益（百万円） 親会社株主に帰属する中間（当期）純利益（百万円）

配当金の推移（円）
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第 122期
（2025年度）

2025年8月

　当社グループは中期経営計画（ＳＥＩＫＯ ＩＣ２０２６）の
基本方針である「企業活動・事業活動を通じた社会課
題解決により、サステナブルな社会の実現に貢献する」
のもと、「デジタル技術を活用した社会課題解決」
「カーボンニュートラルへの取り組み」「Ｏｎｅ 正興によ
るグループ総合力の発揮」の３つの重点施策に取組ん
でまいりました。
　当中間連結会計期間におきましては、電力部門に
おいて、発電所・変電所向けの装置や情報制御分野、
環境エネルギー部門において、国内公共分野が堅調
に推移したことにより、売上高は14,415百万円（前年
同期比 1.3％増）となりました。

　損益につきましては、電力部門や環境エネルギー部
門の利益率が改善したことなどにより、営業利益は
1,338百万円（前年同期比 32.1％増）、投資有価証券
の売却などにより、経常利益は1,529百万円（同 
17.8％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は976
百万円（同 15.6％増）となりました。
　この当期の業績の進捗を勘案し、中間配当及び期
末配当予想につきましては、2025年２月５日に公表し
た予想値に対しそれぞれ２円50銭増額し、１株当たり
中間配当25円、期末配当予想25円、年間配当予想
50円とすることといたしました。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層の
ご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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水処理監視制御システム

清掃ロボット DX会議ボード

当中間期科  目 前   期
(2024年12月31日現在)

【 資 産 の 部 】
17,178
10,754
6,103
200

4,450

27,933

20,060
10,270
5,773
211

4,285

30,331

流 動 資 産
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産

資 産 合 計

14,415
11,418
2,997
1,659
1,338
259
69

1,529
1,529
533
18
976
976

14,237
11,608
2,629
1,615
1,013
321
37

1,297
1,297
315
136
844
844

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
税金等調整前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
中間純利益
親会社株主に帰属する中間純利益

5,884

△ 50

△ 2,093

△ 12

3,728

3,160

6,888

2,770

△ 5

△ 2,247

29

547

2,248

2,796

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に
係る換算差額

現金及び現金同等物の
増減額

現金及び現金同等物の
期首残高

現金及び現金同等物の
中間期末残高

当中間期科  目 前   期

14,713
3,323
2,746
8,822
△ 178
2,036
16,749
27,933

8,096
3,087
11,183

【 純 資 産 の 部 】
株主資本 

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計
負債・純資産合計

【 負 債 の 部 】
流 動 負 債
固 定 負 債
負 債 合 計

13,970
3,323
2,724
8,116
△ 193
1,912
15,882
30,331

11,574
2,873
14,448

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■ 連結貸借対照表の要旨

■ 連結損益計算書の要旨 ■ 連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）（単位：百万円）

科  目

(2025年6月30日現在)(2024年12月31日現在)(2025年6月30日現在)

当中間期
(2025年1月1日から
2025年6月30日まで)

前中間期
(2024年1月1日から
2024年6月30日まで)

当中間期
（2025年1月1日から
2025年6月30日まで）

前中間期
（2024年1月1日から
2024年6月30日まで）

科  目

■セグメント別の状況

OFF
白濁

ON
透明

電力部門

42.7％

34.2％

環境エネルギー部門

①
公共分野

（構成比内訳）

7.1％
②
産業分野

1.4％

③
パワーエレクトロニクス分野

5.3％情報部門

8.2％その他

14.5％
サービス部門

総合制御所用自動監視制御システム

電気機械設備・電気設備・省エネ機
器・ロボット等のデジタル化や脱炭素
に関連する製品の販売と本製品に関
するエンジニアリング・工事施工・メン
テナンス等に関する事業

調光フィルム（※間仕切りに施工）

サービス部門の主要な事業内容

制御機器、電子装置、調光フィルム、
電気工事及び機械器具設置工事等に
関する事業

その他の主要な事業内容

港湾、ヘルスケア、ｅラーニング等に
関するクラウドサービス（SaaS）、AI・
IoT等を活用した各種業務支援シス
テム開発に関する事業

情報部門の主要な事業内容

上下水道設備向け受変電・監視制御システム、高速
道路向け受変電・照明制御システム、一般産業・再生
可能エネルギー向け受変電システム、蓄電システ
ム、スマート保安システム等の製造・販売と本製品に
関する工事及びエンジニアリング等に関する事業

発電所及び変電所向け集中監視制御システ
ム・電気設備、配電線自動制御システム・配
電機器、電力業務ＩＴシステム、スマート保安
システム等の製造・販売と本製品に関する
工事及びエンジニアリング等に関する事業

環境エネルギー部門の主要な事業内容

電力部門の主要な事業内容

29.3％

売上高
14,415百万円
（前年同期比1.3％増）

港湾ソリューション
船社台帳サービス 倉庫台帳サービス

コンテナ台帳サービス 乙仲台帳サービス

売上高（百万円） セグメント利益（百万円）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

4,220

189206

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

6,1495,727

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

1,1851,303

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

761

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

2,099

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

711

312

81

44

47

※前第３四半期連結会計期間より、従来「その他」に含まれていたパワーエレクトロニクス部門と当社の連結子会社である
　トライテック㈱を「環境エネルギー部門」に移管しております。前中間連結会計期間との比較は、変更後の区分に基づいております。

4,143

769

2,292

632

103

22

連結財務諸表 業績ハイライト
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11,574
2,873
14,448

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■ 連結貸借対照表の要旨

■ 連結損益計算書の要旨 ■ 連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）（単位：百万円）

科  目
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①
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7.1％
②
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船社台帳サービス 倉庫台帳サービス

コンテナ台帳サービス 乙仲台帳サービス

売上高（百万円） セグメント利益（百万円）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

4,220

189206

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

6,1495,727

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

1,1851,303

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

761

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

2,099

第122期
中間期

（2025/6）

第121期
中間期

（2024/6）

711

312

81

44

47

※前第３四半期連結会計期間より、従来「その他」に含まれていたパワーエレクトロニクス部門と当社の連結子会社である
　トライテック㈱を「環境エネルギー部門」に移管しております。前中間連結会計期間との比較は、変更後の区分に基づいております。

4,143

769

2,292

632

103

22

連結財務諸表 業績ハイライト
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情報と制御の独創技術で未来を創造する

株主・投資家情報株主・投資家情報

ひびきの研究開発センター
（北九州市ひびきの）

ひびきの研究開発センター
（北九州市ひびきの）

■ 株主優待制度のご案内

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

３６，０００，０００株

13,908,595株

9,425名

（１）対象となる株主さま

（３）贈呈時期
毎年３月開催の定時株主総会招集ご通知に同封してご送付いたします。

１００株以上 ３００株未満
３００株以上 ５００株未満
５００株以上 　  　1,000株未満
1,000株以上　 10,000株未満
10,000株以上

クオ・カード ５００円分
クオ・カード
クオ・カード
クオ・カード 　３,０００円分

　1,０００円分
　2,０００円分

　5,０００円分クオ・カード

保有株式数 優待内容

　 当社では、株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝し、当社株式の保有株式数に応じて、以下のとおり株主優待制度を設けております。

所有者別

　  毎年12月３１日現在の株主名簿に記載または記録された１単元（１００株）以上保有の株主さまを対象といたします。

（２）株主優待の内容
　  以下の基準により、クオ・カードを贈呈いたします。

合  計
13,908,595株

32.2%41.3%
金融機関個人・その他

18.5%
その他の国内法人

5.5%
外国人

2.5％
証券会社

※クオ・カードのデザインは変更される場合があります。

（注） 持株比率は自己株式（383,068株）を控除して計算しております。

持株数（千株）株主名 持株比率（％）

1,186

1,119

933

384

8.77

8.27

6.89

2.84

554 4.10

上位10名の株主

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 )

株 式 会 社 九 電 工

718 5.31

株 式 会 社 日 本 カ スト ディ 銀 行
三井住友信託銀行再信託分・
西 部 瓦 斯 株 式 会 社
退 職 給 付 信 託 口

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
退 職 給 付 信 託  西 日 本 鉄 道 口
再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行

退 職 給 付 信 託  九 州 電 力 口
及 び 九 州 電 力 送 配 電 口
再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
■九州電力と、全固体リチウム電池24Vモジュール開発と量産化を協業

630 4.66株 式 会 社 日 立 製 作 所

　当社は九州電力と協働し、超流体化無機全固体リチウム電池24Vモジュールの開発・量産化に取り組む
ことを発表いたしました。本電池モジュールは、大型電動機器や定置用蓄電池向けに提供し、エネルギー
効率や安全性、持続時間、作業効率の向上を実現します。
　開発・量産化は、当社が現在建設中の『ひびきの研究開発センター』を活用して行い、2026年度を目標に
双日九州と連携してパイロットプラントを構築し、2027年度からの販売を目指します。

317
283

2.34
2.09

259 1.92
土 屋 直 知
株式会社西日本シティ銀行

株 式 会 社 福 岡 銀 行
株式会社日本カストディ銀行（信託口）

❶電池セル供給

・電池監視制御設計
 技術を活用した、
 モジュールの
 設計開発

・製作、試験
・生産体制構築

・国内外の市場調査、
 販売活動

❷共同開発

❸量産

❺販路開拓

❻国内及び
　海外市場
　への展開

❹国内の既存お客さま
　向け販売

戦略的協業

九州電力

正興電機
製作所 双日九州

▶

ひびきの研究開発センター

全固体セルを
製造する
世界トップクラスの
メーカー

プロロジウム社

TOPICS 株式の状況 （2025年6月30日現在）
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■株主メモ

〒812-0008 福岡市博多区東光二丁目7番25号  
電話（092）473-8831（代表）

１月１日から１２月３１日まで

３月

定時株主総会
期末配当　

１２月３１日
１２月３１日

中間配当 　　６月３０日

電子公告で行います。
https://www.seiko-denki.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  
三井住友信託銀行株式会社

100株

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会

基 準 日

公 告 方 法

株主名簿管理人・
特別口座管理機関

単 元 株 式 数

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

1  住所・氏名の変更、配当金受取方法の変更、単元未満株式の買取・買増請求 など
株式に関するお手続きについて

2025年１月１日 2025年６月30日

▲

中 間 報 告 書第　　　　　     期122

ホームページもご覧ください。
https://www.seiko-denki.co.jp/

下記の株主名簿管理人にお問い合わせください。２  未払配当金のお支払について

株主名簿管理人・特別口座管理機関へのお問い合わせ

お取引先の証券会社にお問い合わせください。

下記の特別口座管理機関にお問い合わせください。

（1）証券会社に口座をお持ちの株主さま

（2）特別口座をお持ちの株主さま

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（郵送物送付先） 〒168-8522 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
　　  0120-49-7009 受付時間 9:00～17:00（土・日・祝日及び12/31～１/３を除く）

証券コード：6653


